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地域新電力の一般的な事業スキーム

●地域課題の解決
（事業収益を地域へ還元）

●地域経済循環
・雇用増

地域交通・防災等

自立した地域発展・地域脱炭素
エネルギー代金の流出抑制

地域雇用増

●ローカルシンクタンク
（自治体の相談相手）

公共施設 家庭

民間事業者

地域の資源を活用

地域の再エネ 需要家地域新電力会社

ノウハウを地域に蓄積
地域に専門人材

太陽光 廃棄物

バイオマス・
水力

風力等
自治体・地域企業等

出資・協定

地域新電力電気購入

発電支払

電気供給
＋

サービス等

電気代支払

移動等

地域の魅力度向上

地域への価値創出

●地域再エネ開発
への再投資

地域脱炭素へ

⚫ 地域の再エネ電源等を地域に供給するとともに、地域課題解決事業などを実施

※地域新電力の明確な定義があるわけではないが、環境省は、地方自治体の戦略的な参画・関与の下で小売電気事業を営み、得られる収益等を
活用して地域の課題解決に取り組む事業者を「地域新電力」としている（「地域新電力事例集」環境省地域循環共生圏推進室2021年3月より）
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地域新電力一覧（その１）

⚫ 自治体が出資または協定で関与・連携している地域新電力は１０３ ※

※ 2024年4月末時点で小売電気事業者登録がされており、ウェブサイト等の公表資料において次の①、②または③に該当することが確認できた法人
 ①自治体からの出資を受けている法人（間接出資を含む）、②自治体と協定を締結している法人（協定に基づき設立または運営されている法人含む）、

 ③自治体が社員として構成されている一般社団法人
    注：公表資料をもとに作成しているが、当該資料の時点が様々であることから、必ずしも最新情報を反映していない場合がある。
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注：上記一覧は、①資源エネルギー庁（2021月12日）「電力・ガス小売全面自由化の進捗状況について」における「自治体出資が確認でき
た新電力一覧」、及び②稲垣憲治ら（2022年11月）「自治体新電力の現状と発展に向けた検討～74自治体新電力調査を踏まえて～」『国際
公共経済研究』第33号などをもとに、ローカルグッド創成支援機構事務局において作成

地域新電力一覧（その２）
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地域新電力の分類・設立経緯

地域新電力の分類：次の２種類に分けることができる
⚫ ①既に主力事業があり、小売電気事業を追加した社【前表中：追加】
（例：既存の地域ガス会社、地域ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ会社が小売電気事業を追加）

⚫  ②小売電気事業を当初からの主力事業として設立された社【前表中：当初】

地域新電力の主な設立経緯
⚫ 地域のガス会社が中心となり設立した社（または地域ガス会社自身）
⚫ 地域のｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ会社が中心となり設立した社（またはｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ会社自身）

⚫ 電気設備系地域企業が中心となり設立した社
⚫ 地域再エネ開発・運営会社が中心となり設立した社
⚫ 自治体が主導し地域外のｴﾈﾙｷﾞｰ会社の支援を得て設立した社 など

多様な主体・連携
⚫ 観光まちづくり法人（DMO）、地域商社、廃棄物処理施設運営会社など

多様な主体が地域新電力として電力小売を行っている場合も
⚫ 旧一般電事業者が出資または協定を締結している地域新電力も
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地域新電力設立数の推移

⚫2015～2019年度に設立が相次いだが、2021年1月の卸電力市場高騰以降に減少。
⚫ゼロカーボンシティ施策の１つとして地域新電力を検討中の自治体も少なくなく、
今後も一定数設立されていく見込み。

小売電気事業者登録を行った地域新電力数の推移

2021年1月卸電力市場高騰

2016年４月電力小売全面自由化

注：ここでは、地域新電力設立年度を小売電気事業者登録された年度としている
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⚫ 販売電力量
・地域新電力数の増加とともに販売電力量も増加（ただし、伸び率は2020年度以降鈍化）

・地域新電力の販売電力量（2022年度：供給実績のある95社）は、合計76.8億kWh
地域新電力のシェアは、対全電気事業者で0.93％、対全新電力で６.7％

地域新電力の販売電力量、排出係数

⚫ 地域新電力の排出係数（2022年度実績：販売実績のある89社平均）
基礎排出係数 0.000333t-CO2/kWh
調整後排出係数 0.000400t-CO2/kWh

（全国平均 0.000438t-CO2/kWh）
⇒ 地域新電力の排出係数は、全国平均を下回る
（地域の再エネ電源を調達する傾向にあるためと考えられる）

出典：電気事業者別排出係数(特定排出者の
温室効果ガス排出量算定用)－R４年度実績
(R5. 12.22 環境省・経済産業省公表)

出典：資源エネルギー庁
「電力調査統計」
（2022年度）
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・市、地元ガス会社等地元企業が出資し設立
・小水力発電開発・運営も実施
・ﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞ(特定送配電事業)による地域ﾚｼﾞﾘｴﾝｽ向上
・需給管理、特定送配電業務等業務はほぼ全て内製化
・利益の一部をひおき未来基金に。子育て支援ﾌﾟﾗﾝも
・環境省「脱炭素先行地域（日置市）」事業の担い手
（ｵﾝｻｲﾄ・ｵﾌｻｲﾄPPA、再エネ人材育成事業等を実施）

ひおき地域エネルギー（株）
（鹿児島県日置市出資）

・２市、中海テレビ放送等の地元企業５社が出資して設立

・蓄電池・PV・消化ｶﾞｽ発電でVPP（非常用電源にも）

・需給管理等業務はほぼ全て内製化（地元女性が活躍）

・一部公共施設等へRE100メニューの電力供給
・環境省「脱炭素先行地域（米子市・境港市）」事業
の担い手（ｵﾝｻｲﾄ・ｵﾌｻｲﾄPPA、ﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 等予定）

ローカルエナジー（株）
（鳥取県米子市・境港市出資）

・地元ガス会社等の地域企業が中心となり設立
・オンサイトPPA、マクログリッドでのエネマネ等を実施

・需給管理等業務はほぼ全て内製化（地元若者が活躍）

・市などが実施するEVカーシェア事業との連携も
・地域活性化応援プラン（電気代１％を還元）
湘南ベルマーレ応援プランなども提供

湘南電力（株）
（神奈川県小田原市と協定締結）

・福知山城や公共施設などに再エネ100%電気を供給
・市民出資型太陽光発電のオンサイトPPA事業を実施
✓市民に気候変動対策を考えてもらうきっかけに 
✓太陽光発電＆蓄電池＆V2Bでレジリエンス向上も
✓出資者に市内観光ﾁｹｯﾄや地域産品（地域振興にも）

・市の脱炭素政策推進のパートナー（子育てNPO支援、環境教育等）

たんたんエナジー（株）
（京都府福知山市出資）

地域に価値を出している地域新電力の事例（１／２）
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環境教育ではｺﾝｾﾝﾄの向こう側を紹介

（株）能勢・豊能まちづくり
（大阪府能勢町・豊能町が出資）

・地域団体・市民が中心となり設立（自治体出資無し）

・事業利益で地域交通を支援（「たすけあいカー」）
・自治区単位で電気を切替えると、自治区の課題解決
に充当できる財源創出が可能な「おたがいさま電力」

・地域出資・寄付によって地域病院にソーラーカー
ポートを設置

（株）三河の山里コミュニティパワー
（愛知県豊田市等との協定で設立）

「たすけあいカー」

・木質バイオマス発電所を運営
・需給管理など業務はほぼ全て内製化（地元女性が活躍）

・上げDRﾌﾟﾗﾝ、子育て応援ﾌﾟﾗﾝ、ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ応援ﾌﾟﾗﾝ
・環境教育、地域調査業務受託などﾛｰｶﾙｼﾝｸﾀﾝｸの働きも

うすきエネルギー（株）
（大分県臼杵市と協定を締結）

飯田まちづくり電力（株）
（長野県飯田市と協定を締結）

「おたがいさま電力」

・オンサイトPPAを実施
・公共施設向けの省エネ診断（使用電力量４割削減の施設も）

・高校生の通学課題解決に向けたe-bike実証
・再エネゾーニングの実施（条例化）
・リユースEVの公用車利用を実証
・電力売上の一定割合（2％）を地域活動に寄付

省エネ診断の様子 再エネゾーニングをきっかけに
地域について考えるワークショッ
プ

臼杵バイオマス発電所 環境教育の様子

・市民出資型太陽光発電開発や小水力発電も行うおひ
さま進歩ｴﾈﾙｷﾞｰと連携し、地産の再エネ電源を供給
同社と連携して、オフサイトPPAを実施

・飯田ケーブルテレビ会社と連携し、家庭向けにも販売
・飯田まちづくりｶﾝﾊﾟﾆｰと連携し、再開発複合ビルへの
省エネコンサルティングを実施

・環境教育、子育て応援割引、UIターン移住応援割引なども

ｵﾌｻｲﾄPPAは合計2MW

地域に価値を出している地域新電力の事例（２／２）
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地域新電力の「価値」

（最大の価値）

⚫ 自治体が環境政策で相談できる「ローカルシンクタンク」

⚫ 脱炭素・地域創生の「地域の担い手」
※こういった主体は、小規模自治体ではこれまで存在しないことがほとんどだった

（その他の価値）

⚫ 地域再エネをブランディングして供給できる

⚫ 非FIT再エネの調達元（受け皿）となることができる

⚫ 地域の再エネの「受容性」を高めることができる（次項）

上記８事例のような、しっかりと地域主体で運営され、
ノウハウが地域に蓄積されている地域新電力は
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地域新電力によって再エネの「受容性」を高める

再エネへの地域の「受容性」を高めるために重要な３つの点

⚫ 「分配的正義」：再エネ事業による利益が適切に分配されているか

⇒ 再エネに出資しており配当を得られる、再エネで発電された電気を使っている

といった便益があると、地域の受容度は高まる

⚫ 「手続き的正義」：事業に関わる意思決定の手続きが適正か

✓ 人は、自分で選択したリスクは許容する一方、他者から負わされるリスクは許容しにくい

✓ ステークホルダーの多様な意見を反映することが制度化されていることが重要

⚫ 「信頼」：住民と事業者のとの間で信頼が担保されているか

※住民の再エネに対する賛否は風車音などの物理的インパクトからのみから影響を受けているわけではない。

出典：丸山康司・西城戸誠編「どうすればエネルギー転換はうまくいくのか」（2022年3月、新泉社）をもとにローカルグッド創成支援機構

事務局において作成

地域新電力が活躍

地域新電力が活躍
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⚫ 地域新電力が地域にいると、RE100電気供給、PPA、卒FIT買取、省エネ事業、地域課題解決事
業との同時実施など地域脱炭素手段が大幅に増える。そのため、脱炭素が進む地域では、
地域脱炭素の担い手として地域新電力の新設・連携が相次いでいる。

第１回選定26地域のうち15地域で地域新電力 第２回選定20地域のうち12地域で地域新電力

「脱炭素先行地域」で目立つ地域新電力の新設・連携

※各選定自治体の資料を基にローカルグッド事務局作成
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地域新電力の課題＆提言・要望 １／３

（課題①）
⚫ 前述のような地域に価値を出す地域新電力は拡大。一方で、地域新電力設立が目的化

してしまっている場合もあり、前述の「小売電気事業を当初からの主力事業として設
立された地域新電力」のうち、約半数（40/82）が従業員ゼロの状況※１

⚫ これら従業員ゼロの地域新電力の多くは、ほぼ全ての業務を東京等の地域外事業者に
外注。このような地域外への丸投げでは、地域人材が育たず、地域にノウハウも蓄積
しない（地域新電力の意義である地域の担い手形成につながらない）

（提言・要望①）
⚫ 地域新電力を設立しただけでは地域にメリットがあまり出ないこと、地域の担い手と

して地域に価値創出を出す運営形態（地域出資、地域人材によるノウハウ蓄積）が重
要であることの理解増進を行う。

※１：日本年金機構の厚生年金保険・健康保険適用事務所検索システムにおける被保険者数を従業員としている（2024年5月時点）。
様々な雇用形態があり、ここで従業員ゼロと出ていても地域人材が業務に従事している場合もある（ただし、そういったケースは少数と見込まれる）。

（小売電気事業を当初からの主力事業として設立された地域新電力）
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地域新電力の課題＆提言・要望 ２／３

（課題② 与信に関すること）
⚫ 再エネ開発（PPA事業含む）の際に、与信の関係で地域金融機関からの 融資が厳

しい場合がある
⚫ 旧一電の卸供給に係る入札に与信の観点で事実上参加できない場合がある
⚫ 非FIT再エネ調達は長期契約であり与信の観点で発電事業者に断られる場合がある
（提言・要望②）
⚫ 地域新電力を含めた地域の中小企業の再エネ開発に係る投融資の円滑化（例：信用

保証等の拡充）
⚫ 電力卸取引における新たな信用補完の仕組みの開発支援

（課題③ 公営水力入札）
⚫ 国・都道府県の公営水力等の売電公募に際し、小規模な案件であっても、入札参加

資格が事実上大企業のみに絞られ、地域新電力が入札参加できない場合がある。
⚫ 大規模な公営水力においては、量が多すぎて地域新電力が調達できないことが多い。
（提言・要望③）
⚫ 国・都道府県の公営水力等の入札参加資格の適正化・柔軟な見直し
⚫ 地域の小規模な新電力でも調達可能な量を「地産地消向け」として切り出して公募

を行う。地産地消により、当該公営水力の地域の受容性向上も図られる。
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（課題④ 地域での再エネ利用促進）
⚫ 都市部の外資系大企業などRE100企業等を中心に再エネ利用ニーズが拡大している。
当該大企業は大規模オフサイトPPAや非化石証書の調達等により脱炭素を加速。

⚫ 一方で、地域需要家による（環境価値を含めた）地域再エネの利用促進は、再エネ
の地域共生の観点からも、地域地域脱炭素の観点からも重要。

⚫ FIT非化石証書について、足元は需要に対し供給が大きく上回り安価となっている
が、 RE100企業の増加など都市部の大企業を中心とした再エネ利用ニーズ拡大等
により需要が増加している。今後の需給動向次第では需給がひっ迫した場合、地域
新電力が特定卸供給契約を結んでいる地域再エネ電源の非化石証書を調達できなく
なることが懸念される※。
※現状、特定卸供給契約を結ぶ小売には、トラッキングの優先割当はあるが、非化石証書自体への優先割当は無い。

（提言・要望④）
⚫ 特定卸供給契約を結ぶ小売電気事業者に対しては、トラッキングのみならず非化石

証書自体の優先割当を行う。この際、当該小売電気事業者は、非化石価値取引市場
の市場価格に基づく合理的な価格で調達することとし、FIT賦課金に影響が生じな
いよう留意する。

⚫ 地域での再エネ利用促進の観点から、地域でのオフサイトPPAの推進も重要。公共
施設おいては、屋根形状や防水状況等から屋根上での設置が難しい場合が多々あり、
オフサイトPPAによる脱炭素が合理的になる場合も多くある。そのため、屋根上等
のオンサイトでの導入促進と併せ、公共施設に対するオフサイトPPAの支援を強化
する。

地域新電力の課題＆提言・要望 ３／３



16 ©Local Good

（課題）

⚫ 国の年度ごとの専門人材派遣事業は拡充されつつある一方、自治体の人員不足・頻繁な異動を
背景に、人材支援のニーズは引き続き高い。また、当該支援は「継続的」であることが重要。

（参考）これまで本検討会で出された意見（抜粋）

・専門人材の派遣や育成などの支援策の強化（長野県）、 ・市町村の計画策定を支援体制の強化・拡充（高知県）

・（課題として）市町村における地球温暖化対策に係る財源やマンパワーの不足（熊本市）

・県が広域自治体としてのﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを発揮して、（略）全ての市町村区域で地域脱炭素が進むような取組が必要（邑南町）

・人員不足・技術的知見不足（箕輪町）

・県・国が人的リソースを投入する仕組みが必要。「共創的プロセス」を（略）実践できる人材を開発する必要（球磨村）

⚫ 地域脱炭素に関心の薄い自治体が多く※、これら自治体に対するプッシュ型での「御用聞き」
＆「自治体ニーズに合わせた伴走支援」が重要 ※実行計画（区域施策編）は約６割の市町村が未策定

（提言）

⚫ 各自治体や地域企業等の脱炭素を「継続的に」伴走支援できる中間支援体制
の早期構築が必要

※事業ノウハウが豊富な地域新電力が中間支援体制の一翼を担うことも地域によっては可能

＜中間支援体制の役割の例＞

自治体に対する支援 地域企業に対する支援

・実行計画策定支援
・地域再エネ/省エネ事業の提案、実行支援
※自治体へのプッシュ型での「御用聞き」含む

・ネットワーク形成支援
・自治体職員への研修の提供 など

・Co2削減計画策定支援
・再エネ導入の提案、実行支援
・省エネ診断の提供
・再エネ企業とのマッチング支援
・脱炭素セミナー等の開催 など

地域脱炭素推進に係る課題と提言
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（団体概要）

・地域新電力や自治体中心の団体（日本最大の地域新電力団体）

８２会員 （地域新電力等２８、自治体２７、企業・団体２３、大学４）※２０２４年９月５日時点

（事業内容）

・小規模になりがちな地域新電力の課題に対応する支援

（１）ノウハウ共有（需給管理ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞによる業務内製化支援、ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ手法の共有、PPAノウハウ共有 等）

（２）シェアによるコスト削減（需給管理ｼｽﾃﾑ、CIS、専門弁護士、各種契約書ひな形、容量拠出金算出ツール 等）

  （３）共同実施（電源の共同調達・売買、制度情報や市場動向の共有（毎月３種類の会合）、容量市場への共同売入札

・自治体向け脱炭素研修・ﾜｰｸｸｼｮｯﾌﾟの提供

・再エネ開発、地域課題解決事業等の知見共有

参考：ローカルグッド創成支援機構の取組

専門人材
（弁護士など）

電源

ローカルグッド

システム

全国各地の
地域新電力・自治体

ローカルにグッドな企業

共有・協力できる
プラットフォーム

ノウハウ

受賞等
・2019年度「環境省グッドライフアワード」（環境省主催）環境大臣賞受賞
・環境省発行の「環境白書」（令和元年版）に弊機構の取組が掲載
・「国・地方脱炭素実現会議における地域脱炭素ロードマップ策定に係る

ヒアリング」において政策提言（2021年2月）

委員等（これまで）

・経産省 地域共生型再生可能エネルギー顕彰制度検討会 委員
・環境省 カーボンニュートラルに向けた都市地域炭素マッピング等イノベー

ション手法研究会 委員
・環境省 地方公共団体実行計画策定・実施マニュアルに関する検討会 委員

地域脱炭素を推進するための地方公共団体実行計画制度等に関する検討会 委員

・内閣府 地方創生ゼロカーボン推進業務 委員
・自治体 川崎市など５自治体の脱炭素関係の検討会等 委員

自治体等向け研修提供実績（2022年度～）
・総務省 自治大学校「自治体職員向け地域脱炭素

初任者研修」（2泊3日）全体ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ
・環境省 自治体職員向け地域再エネセミナー

（全10回） 全体ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ
・６自治体 自治体職員向け脱炭素研修

https://localgood.or.jp/

ノウハウ共有で、地域にノウハウが
蓄積し、自立的な地域発展に
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